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市民と市との情報の共有のあり方について                 

委 員 竹井 斎 

 

１．現状と課題 

 

 ・どのような情報を共有する必要があるかを決めるのは難しい。また、膨大になろう。 

・情報公開請求等では、市民はどんな情報があるかを正確に指定することは難しい。 

・市民の中にある情報、意見についても、市民の間でも共有できていない。 

 

 ⇒何か解決すべき課題が現れた時に、どういう情報が必要になるかが明らかになる。 

よって、必要になった時に必要な情報を明らかにしていくプロセス、また、市民の間

で情報を共有していくことが必要である。 

 

２．内容 

 

①「市民情報共有センター」的な機能を設けること 

・地域課題解決にあたり、情報が必要になった時、情報共有申請を行う。申請内容は市民

に公開され、同じ関心を持った市民が複数人(例えば５人以上)集まった時、受理される。 

・次に、多数の市民間で意見交換、情報交換を行い、市民の間である程度の情報共有、コ

ンセンサスを得る。この過程では、市は場所、基本情報の提供、専門家派遣等々の支援

を行い、市民と市の間でも充分な意見交換、情報交換を行い、情報共有に努める。 

・この過程は広く市民に公開しながら進める。特に市民の間の情報共有、意見交換は、市

民が持つ資源(人材、場所等)だけでは実現は難しいので、市の支援は必須である。 

・このような過程で、おのずから、市民で行うこと、市で行うこと、協働で行うことが整

理されることを期待する。 

 

 例えば、・水路跡に、花を植えているグループがある。もっと増やせないか。 

・町会、自治会はどこ？ どんな花が良い？ 学区は？ 

行政の担当はどこ？ 何か、計画はあるか？ 予算は？ 

・複数の町会が連携して、構想を作り、緑道として整備していってどうか。 

・構想・計画作りは協働、インフラ作りは行政、維持管理は市民主体。 

 

②公開掲示板（双方向）的な機能を設けること 

・①の一つの形態として「公開掲示板」（インターネット活用）を利用した情報共有推進の

システムが考えられる。現在、市民の問いに対して市が応えるコールセンターはあるが、

「よくある質問（ＦＡＱ）にとどまっている。 

・「公開掲示板」では、「こんなこと知りたい」、「これはどうなっているの」と言う問いに

対して、市のみならず、市民からも回答・アドバイスを双方向で可能にするものである。 
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・市職員にとっては公開の場で回答していくには「慣れ」が必要であるし、市民も「公共」

を意識した問い・回答が必要である。そのやりとりの中から、お互いの信頼感が生まれ

ていくと信じている。ただし、よく分かった進行役（モデレーター）が必須である。 

 

事例：１）藤沢市の市民電子会議室「市役所エリア」 

 

２）八代市のＳＮＳ（ソーシャルネットワークシステム）「ごろっとやっちろ」 

 

   ３）また、多くの企業では、顧客からの質問・要望に対して、社内で情報共有を行

うシステム「質問回答管理システム」が整備されており、回答を作っていく過

程も含めてメーリングリストによる情報共有を行っている。また、最終的には、

質問と回答のデータベースとなり、後からの参照も可能になっている。 

 

 

３．予測される効果 

 

・情報共有のみならず、過程（プロセス）を共有することで、「意識の共有」が図られる。 

 

・市と市民が丁寧なやりとりを行うことでお互いの信頼感が深まる。 

また、知ることを通して、主体的に活動していく市民・職員が増えていく。 

 

・市民も他の市民と情報共有でき、意見交換を行うことを通じて、多くの人が関わってい

ることが実感でき、公共の意識が醸成される。 

市民通しの連携も生まれ、自治意識が生まれる。 

 

以上 
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